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１ 行財政改革推進計画の基本体系 
 

 選択と集中による事務事業の見直しや積極的な歳入の確保等、抜本的な行財政改革に計画的に取り組んでいくため、令和 3 年 10 月に

「川越市行財政改革推進計画」を策定しました。将来にわたり安定的に市民サービスを提供し、持続可能な行財政運営を目指します。 

(1) 計画期間 

 令和 3年度から令和 7年度までの 5箇年を計画期間とします。 

(2) 計画目標 

 本計画の目標については、選択と集中による経常経費の削減等に取り組むとともに、財政調整基金に頼らない財政構造の確立を目指す

ため、経常収支比率と財政調整基金の年度末残高について数値目標を設定します。 

経常収支比率 95％以下を目標値とする 

【現状】99.8％（令和元年度）    【目標】95％以下（令和 7 年度） 

 

財政調整基金の年度末残高 50 億円以上を確保する 

【現状】約 27 億円（令和元年度末）    【目標】50 億円以上（令和 7 年度末） 
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(3) 計画の構成と進捗管理 

 本計画では、基本項目及び実施項目の下に取組項目を設け、具体的な取組内容を決定します。また、計画の実効性を確保するため、ア

クションプランを策定し、これを毎年度更新することで、取組項目の進捗管理を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行財政改革推進計画 

【計画期間】令和 3～7 年度 

アクションプラン 

【毎年度更新】取組項目の進捗管理 

基本項目
（5項目）

実施項目
（14項目）

取組項目（20項目）

（一部に優先項目を設定）
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(4) 計画体系 

 本計画の具体的な体系は以下のとおりです。なお、取組項目の一部には、効果を早期に発現させるものとして、優先的に取り組む項目

を設定します。 

 

 

基本項目 実施項目 取組項目 推進担当部署（関連部署） 

１ 市独自事業

の抜本的な見

直し 

１ 経常経費の見直し １ 市単独事業等を中心とした事務事業の見直

し【優先】 

総合政策部行政改革推進課 

（財政部財政課） 

２ 公共施設等敷地の有償借地の縮減 総合政策部政策企画課 

（財政部財政課） 

２ 外郭団体の見直し ３ 外郭団体の経営改革の推進 総合政策部行政改革推進課 

３ 特別会計の経営効率化 ４ 特別会計の経営効率化【優先】 ４－１ 保健医療部国民健康保険課 

４－２ 産業観光部農政課 

２ 投資的経費

の抑制 

１ 大規模建設事業のマネジ

メントによる公債費の縮減 

５ 大規模建設事業のマネジメントによる公債

費の縮減【優先】 

総合政策部政策企画課 

（財政部財政課） 

３ 公共施設の

管理運営経費

の縮減 

１ 施設総量の適正化 ６ 公共施設の再編の推進 総合政策部社会資本マネジメント課 

２ 民間活力導入による業務

効率化 

７ 公共施設の民間活力導入の推進 総合政策部行政改革推進課 
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基本項目 実施項目 取組項目 推進担当部署（関連部署） 

４ 総人件費の

抑制 

１ 特別職の給与の臨時的削

減 

８ 特別職の給与の臨時的削減【優先】 総務部職員課 

２ 一般職の給与等の適正化 ９ 給与制度の見直し 総務部職員課 

３ 定員管理の適正化 １０ 定員管理の適正化の推進 総合政策部行政改革推進課 

４ 業務の効率化・時間外勤

務の縮減 

１（再掲）市単独事業等を中心とした事務事業

の見直し【優先】 

総合政策部行政改革推進課 

（財政部財政課） 

１１ デジタル技術活用による業務効率化 １１－１ 総合政策部情報政策課 

    （総合政策部政策企画課） 

１１－２ 会計室 

５ 歳入の確保 １ 税収確保のための取組 １２ 収入率の向上【優先】 財政部収税課 

１３ 企業誘致の推進 産業観光部産業振興課 

２ ふるさと納税の拡充 １４ ふるさと納税の拡充【優先】 財政部財政課 

１５ 企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）

の推進 

総合政策部政策企画課 

３ 使用料・手数料の見直し １６ 使用料・手数料の見直し 財政部財政課 

４ その他 １７ 広報川越など広告収入の確保【優先】 広報室 

１８ 積立基金の有効活用【優先】 会計室（財政部財政課） 

１９ 市有財産の利活用の推進 財政部管財課 

２０ 新たな歳入確保策の検討・取組 財政部財政課（すべての部署） 
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２ アクションプランの基本体系 
 

 アクションプランは、行財政改革推進計画の実効性を確保するため、すべての取組項目について、具体的な内容やスケジュールを設定

する計画です。 

(1) 計画期間と進捗管理 

 アクションプランの計画期間は、行財政改革推進計画と同じ 5 年間としますが、毎年度更新を行うことで、計画目標の達成状況や取組

項目の進捗状況などを明らかにしていきます。また、社会情勢の変化等に対応するため、計画スケジュールの見直し等についても、必要

に応じて行っていきます。 

 

計画年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

行財政改革推進計画 

     

行財政改革推進計画 

アクションプラン 

     

     

     

     

     

令和 4年度更新 

令和 5年度更新 

令和 3年度策定（計画期間：5年間） 

令和 6年度更新 

令和 7年度更新
(このアクションプランです。) 

令和 3年度策定（計画期間：5年間） 

計画における取組項目を具体化し、進捗状況を明らかにするもの 
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３ 令和６年度の財政状況 
 

 令和 6 年度は、歳入では景気の回復基調を背景とした市税収入の増や定額減税の影響による地方特例交付金の増などにより令和 5 年度

比で約 48 億円の増となったほか、歳出では社会保障の充実等による扶助費の増などにより令和 5 年度比で約 34 億円の増となり、引き続

き決算規模の拡大が続いている状況です。 

 

■普通会計決算額 （単位：千円） 

年度 
歳入総額 

① 

歳出総額 

② 

形式収支 

①－②＝③ 

翌年度へ繰り越 

すべき財源 ④ 

実質収支 

③－④＝⑤ 

令和 6年度 137,048,330 130,407,165 6,641,165 276,081 6,365,084 

令和 5年度 132,296,876 126,997,796 5,299,080 121,991 5,177,089 

比 較 4,751,454 3,409,369 1,342,085 154,090 1,187,995 

 

(1) 実質収支の状況 

令和 6年度の実質収支（普通会計）は、令和 5年度より約 11.9億円増となる約 63.7億円となりました。 

その主な要因としては、扶助費や人件費の増などにより歳出総額が令和 5 年度よりも増加したものの、市税が見込んでいたよりも堅調

であったこと等により歳出総額の増加以上に歳入総額が増加したことなどが考えられます。 

（本項以下の令和６年度の決算に関する数値等は決算見込みに基づきます。） 
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(2)  経常収支比率の状況 

令和 6年度の経常収支比率については、令和 5年度より 0.7ポイント減となる 99.1％となりました。 

分子となる経常経費充当一般財源は、令和 5 年度と比較して約 37.8億円の増となりました。項目別にみると、増となったのは、主に人

件費、扶助費、物件費となっています。 

また、分母となる経常一般財源収入等は、令和 5年度と比較して約 43.3億円の増となりました。項目別にみると、地方特例交付金が定

額減税による市税減収の補てん等により増となったこと、地方交付税が普通交付税の追加交付等により増となったこと、市税が法人市民

税や固定資産税の増収等により増となったこと等が主な要因として考えられます。 

このように、分母となる経常一般財源収入等の増が、分子となる経常経費充当一般財源の増を上回ったことから、経常収支比率は令和

5年度よりも低下しました。 

 

■経常収支比率の推移 
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(3) 財政調整基金の状況 

 市の貯金にあたる財政調整基金残高について、令和 6 年度末残高は約 53.3 億円であり、令和 5 年度末残高より約 23.8 億円減となりま

した。また、年度ごとの収支を表した実質単年度収支（普通会計）については、令和 6年度は、令和 5年度より約 11.4億円減の約△11.9

億円となり、令和 5年度に引き続きマイナスとなりました。 

 これらは、令和 6年度当初予算における財政調整基金の繰入れが過去最大の 55.9億円であった影響が大きいものと考えられます。 

 

 

■財政調整基金残高の推移 
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■実質単年度収支の推移（普通会計） （△印：減）（単位：千円） 

区分 
実質収支 

前年度の 

実質収支 
単年度収支 

財政調整 

基金積立 

繰上 

償還金 

財政調整 

基金取崩し 

実質単年度 

収支 

 

 

（参考） 

当初予算での

財政調整基金

繰入 ① ② ①－②＝③ ④ ⑤ ⑥ ③＋④＋⑤－⑥  

令和 6年度 6,365,084 5,177,089 1,187,995 5,573 0 2,384,465 △1,190,897  5,590,000 

令和 5年度 5,177,089 8,546,758 △3,369,669 3,315,406 0 1,391 △55,654  3,690,000 

比 較 1,187,995 △3,369,669 4,557,664 △3,309,833 0 2,383,074 △1,135,243  1,900,000 

 

  



川越市行財政改革推進計画・アクションプラン（令和６年度の財政状況） 

 

10 

 

(4) 市債残高の状況 

 市債残高（一般会計）については、令和元年度から減少傾向で推移しています。令和 6 年度の市債残高は総額では約 833.8億円であ

り、臨時財政対策債を除く建設事業債等では約 567.0億円となっています。令和 5年度と比較して、総額で約 32.3億円、建設事業債等

で約 5.3億円の減少となりました。 

 

■市債残高の推移（一般会計） 

 

 

       ※表示単位未満の端数を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。
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４ 計画の進捗状況 

⑴ 計画目標の進捗状況 

 行財政改革推進計画で設定した 2つの計画目標の進捗状況等は以下のとおりです。なお、実績値については、アクションプランの更新

ごとに追加しています。 

 

項 目 
令和 7年度 

目標値 

現 状 値 実 績 値 

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

経常収支比率 

（各年度） 
95％以下 99.8％ 96.9％ 95.2％ 98.9％ 99.8％ 99.1％ － 

財政調整基金

残高 

（各年度末） 

50億円以上 27億円 31億円 37億円 44億円 77億円 53億円 － 

なお、経常収支比率については、令和 6年度は低下に転じましたが、主な要因は市税が堅調であったためであり、景気の動向等に起因

するところが大きかったものと捉えております。 

また、財政調整基金残高については、令和 6 年度は目標達成しているものの、令和 7年度当初予算で財政調整基金を 28.3億円繰り入

れている状況です。 

このことから、引き続き、行財政改革に取り組む必要があると考えています。 
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(2)取組項目の進捗状況 

① 総括表 

 計画目標を達成するために設定した取組項目の計画額や年度ごとの実績額は下表のとおりです。 

 

【留意事項】 

⚫ 効果を早期に発現させるため、優先的に取り組む項目には「優先」と表記しています。 

⚫ 計画額及び実績額は、基本的に対前年度比の効果額とします。 

（単位：億円） 

取組項目（推進担当部署） R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 累計 備考 

１ 市単独事業等を中心とした事務事業の見直し【優先】 

（総合政策部 行政改革推進課） 

計画 0.00 2.00 3.00 3.00 2.00 10.00  

実績 0.46 0.62 0.25 3.12  4.45  

２ 公共施設等敷地の有償借地の縮減 

（総合政策部 政策企画課） 

計画 － － － － － 0.00  

実績 0.22 0.05 0.01 －  0.28  

３ 外郭団体の経営改革の推進 

（総合政策部 行政改革推進課） 

計画 － － － － － 0.00  

実績 － － － －  0.00  

４－１ 特別会計の経営効率化【優先】 

（保健医療部 国民健康保険課） 

計画 3.00 0.00 3.00 3.30 3.30 12.60 計画額見直し(Ｒ６) 

実績 2.82 － 2.85 3.30  8.97  

４－２ 特別会計の経営効率化【優先】 

（産業観光部 農政課） 

計画 － － － － － 0.00 計画見直し(R６) 

実績 － － － －  0.00  
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取組項目（推進担当部署） R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 累計 備考 

５ 大規模建設事業のマネジメントによる公債費の縮減【優先】 

（総合政策部 政策企画課） 

計画 － － － － 0.80 0.80  

実績 － － － －  0.00  

６ 公共施設の再編の推進 

（総合政策部 社会資本マネジメント課） 

計画 － － － － － 0.00  

実績 － － － －  0.00  

７ 公共施設の民間活力導入の推進 

（総合政策部 行政改革推進課） 

計画 － － － － － 0.00  

実績 － － － －  0.00  

８ 特別職の給与の臨時的削減【優先】 

（総務部 職員課） 

計画 0.07 0.03 － － － 0.10 計画額見直し(Ｒ４) 

実績 0.07 0.03 － －  0.10  

９ 給与制度の見直し 

（総務部 職員課） 

計画 － － － － － 0.00  

実績 － － － －  0.00  

１０ 定員管理の適正化の推進 

（総合政策部 行政改革推進課） 

計画 0.65 0.25 0.20 0.20 0.20 1.50  

実績 0.66 0.16 0.24 0.14  1.20  

１１－１ デジタル技術活用による業務効率化 

（総合政策部 情報政策課） 

計画 － － － － － 0.00  

実績 － － － －  0.00  

１１－２ デジタル技術活用による業務効率化 

（会計室） 

計画 － － － － － 0.00  

実績 － － － －  0.00 R4実施済み 

１２ 収入率の向上【優先】 

（財政部 収税課） 

計画 1.26 0.69 0.69 0.69 0.71 4.04 計画額見直し(Ｒ４) 

実績 3.41 1.19 0.75 1.55  6.90  
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取組項目（推進担当部署） R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 累計 備考 

１３ 企業誘致の推進 

（産業観光部 産業振興課） 

計画 － － － － － 0.00  

実績 － － － －  0.00  

１４ ふるさと納税の拡充【優先】 

（財政部 財政課） 

計画 1.62 0.50 0.50 0.50 0.50 3.62  

実績 1.99 2.13 1.91 －  6.03  

１５ 企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）の推進 

（総合政策部 政策企画課） 

計画 － － － － － 0.00 計画見直し(R7) 

実績 0.14 0.11 0.34 0.33  0.92  

１６ 使用料・手数料の見直し 

（財政部 財政課） 

計画 － － － － － 0.00 計画見直し(R7) 

実績 － － － －  0.00  

１７ 広報川越など広告収入の確保【優先】 

（広報室） 

計画 0.00 0.03 0.00 0.00 0.00 0.03  

実績 0.00 0.03 0.02 0.02  0.07  

１８ 積立基金の有効活用【優先】 

（会計室） 

計画 － － － － － 0.00  

実績 － － － －  0.00 R4実施済み 

１９ 市有財産の利活用の推進 

（財政部 管財課） 

計画 － － － － － 0.00  

実績 0.00 1.33 1.79 －  3.12  

２０ 新たな歳入確保策の検討・取組 

（財政部 財政課） 

計画 － － － － － 0.00  

実績 － － － －  0.00  

計 
計画 6.60 3.50 7.39 7.69 7.51 32.69  

実績 9.77 5.65 8.16 8.46  32.04  
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② 取組項目ごとの進捗状況シート 

 

【記入例】 

 

取組項目○－○ △△△△による○○○○○の推進【優先】 

【○○部 ○○課）】（関連部署：○○部 ○○課） 

○○○○のため、○○○○を推進します。 

【令和○年度の取組方針】 

 これまでの○○に基づき、今年度は○○○を行います。 

 

 

【令和 7年度目標】 

 5年間で事業費（一般財源）を 6億円削減します。 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・見直しの調査 － ・他市の状況等の調査を実施 0.00 

令和 4年度 ・見直しの検討 － ・庁内会議実施など具体的な検討の実施 0.00 

令和 5年度 ・見直しの実施 R6
効果

発現 － ・調整に時間を要したため未実施 0.00 

令和 6年度 ・見直しの実施 R7
効果

発現 2.00 ・複数事業（○件）の見直しを実施 1.80 

令和 7年度 ・見直しの実施 2.00 － － 

  

計画に基づき取組項目ごとに進捗状況を把握します。取組内容が

複数部署にまたがる場合は枝番による管理を行うとともに、必要

に応じて計画期間中でも枝番による項目の追加も行います。 

効果を早期に発現させるため、優先

的に取り組む項目には、計画に基づ

き「優先」と表記をします。 

枝番も含めた取組項目ごとに今年度の推進担当

部署を明記します。また、関連部署がある場合

には、その部署も追記します。 

取組項目の具体的な内容について

は、計画から転記したものです。 

前年度までの実績を総括した上で、今年度の具体的な取組方針を明記

します。 

令和 7年度までに到達すべき目標を設定します。 

一部の項目には数値目標も設定します。 

目標を実現するための年次計画です。数値目標を設定した項目は、計画額

も明記します。基本的に年次計画の見直しは行いませんが、やむを得ない

事情があった場合には、必要に応じて見直しを行います。 

年度ごとに取組実績や実績額を追加していきます。 

実績額については、計画額が未設定の項目でも、一定規模以上の

効果額が明らかになった場合は、可能な限り明記していきます。 

翌年度予算に見直し効果額が発現する取

組にマークを付けるとともに、その場合

の計画額は翌年度に設定します。 

計画額及び実績額は対前年度比の影響額とします。基本的に経常的な影

響額として、次年度以降にもその影響が累積していくものとします。 

単位は「億円」とし、100万円未満の端数は四捨五入します。 
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取組項目１ 市単独事業等を中心とした事務事業の見直し【優先】 

【総合政策部 行政改革推進課】（関連部署：財政部 財政課） 

市単独事業等を中心とした事務事業全般について、事業の必要性、有効性、効率性などの観点から検証するなど、抜本的な見直しを

図ります。 

【令和 7年度の取組方針】 

 市単独事業について、他市と比較した支出水準、支出の伸び、事業の必

要性、有効性、効率性等の観点や、普通交付税などを含めた財源の観点な

どから見直しを進めます。 

【令和 7年度目標】 

 令和 7年度予算までに事業費（一般財源）を 10億円削

減します。 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・市単独事業等の見直しの実施 R4
効果

発現 0.00 ・アクションプランにおいて進捗を管理する 37

事業の抽出 

・その他の事業に係る全庁的な見直しの推進 

0.46 

令和 4年度 ・市単独事業等の見直しの実施 R5
効果

発現 2.00 ・アクションプランにおいて進捗を管理する事業

の再検討（38事業に更新） 

・その他の事業に係る全庁的な見直しの推進 

0.62 

令和 5年度 ・市単独事業等の見直しの実施 R6
効果

発現 3.00 ・アクションプランの対象とした事業の進捗管理 

・その他の事業に係る全庁的な見直しの推進 

0.25 

令和 6年度 ・市単独事業等の見直しの実施 R7
効果

発現 3.00 ・アクションプランの対象とした事業の進捗管理 

・その他の事業に係る全庁的な見直しの推進 

3.12 

令和 7年度 ・市単独事業等の見直しの実施 R8
効果

発現 2.00 ・アクションプランの対象とした事業の進捗管理 

・その他の事業に係る全庁的な見直しの推進 

－ 

※見直し対象事業については、「５ 事務事業の見直し」に掲載し、その見直しの状況等を明らかにします。 
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取組項目２ 公共施設等敷地の有償借地の縮減 

【総合政策部 政策企画課】（関連部署：財政部 財政課） 

公共施設等敷地における有償借地について、財政的視点から経済性等を検証した上で縮減を目指します。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

 有償借地につき、１か所以上の解消を目指しつつ、各課に対して有償借

地の解消に向けた意識付け等を行います。 

【令和 7年度目標】 

 有償借地につき、総面積 10,000㎡以上の解消を図りま

す。 

 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・有償借地の抽出及び課題整理 － ・年間借地料 100万円以上の借地を抽出して整理 

・各所属による借地解消の取組により、３箇所の

有償借地を解消 

0.22 

令和 4年度 ・解消見込みのある有償借地にかかる方向性の

整理 

－ ・年間借地料 100万円以上の借地を抽出して整理 

・各所属による借地解消の取組により、２箇所の

有償借地を解消 

0.05 

令和 5年度 ・解消方針が定まった有償借地に対する取組工

程の整理 

－ ・年間借地料 100万円以上の借地を抽出して整理 

・各所属による借地解消の取組により、1箇所の

有償借地を解消 

0.01 

令和 6年度 ・有償借地解消に向けた取組の進捗管理 － ・年間借地料 100万円以上の借地を抽出して整理 

・各所属で借地解消の取組を実施 

－ 

令和 7年度 ・有償借地解消に向けた取組の進捗管理 － － － 
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取組項目３ 外郭団体の経営改革の推進 

【総合政策部 行政改革推進課】 

市の外郭団体について、それぞれの団体に応じた自主的かつ自立的な経営を推進します。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

外郭団体への関与に係る指針に基づき、各団体の存在意義や設立目的を

確認するとともに、市の財政的関与の妥当性について点検・評価を行いま

す。また、経営状況等についても点検・評価を行い、結果を公開します。 

 

【令和 7年度目標】 

 外郭団体のあり方を明確にし、市の関与の適正化を図り

ます。また、経営状況等について適切な把握を行い、経営

の妥当性及び改善の必要性について点検評価し、自主的か

つ自立的な経営を推進します。 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・(仮称）外郭団体の監理方針の策定の検討 － ・外郭団体の経営状況等を市ホームページで公開 

・(仮称）外郭団体の監理方針の策定に向けた検討

に着手 

－ 

令和 4年度 ・(仮称）外郭団体の監理方針の策定 － ・外郭団体の経営状況等を市ホームページで公開 

・(仮称）外郭団体の監理方針の策定に向けた検討 

－ 

令和 5年度 ・（仮称）外郭団体の監理方針の策定 － ・外郭団体の経営状況等を市ホームページで公開 

・外郭団体への関与に係る指針を策定 

－ 

令和 6年度 ・取組事項の推進 － ・外郭団体の経営状況等を市ホームページで公開 

・外郭団体の取組状況等の確認を実施 

－ 

令和 7年度 ・取組事項の推進 － － － 
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取組項目４－１ 特別会計の経営効率化【優先】 

【保健医療部 国民健康保険課】 

一般会計における繰出金の抑制を図るため、特別会計の自立した経営を推進します。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

 川越市国民健康保険赤字解消・削減計画に基づき、令和８年度の国民健

康保険税設定見直しにより、赤字を削減するための取組を進めます。 

【令和 7年度目標】 

 一般会計から国民健康保険事業特別会計への法定外繰出

金について、令和８年度までに解消することを目指し、川

越市国民健康保険赤字解消・削減計画（R6年度～R8年度）

に基づく段階的な国民健康保険税設定の見直しを進めま

す。 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・国民健康保険税設定の見直しに伴う赤字削減 3.00 ・国民健康保険税の課税限度額、均等割額、所得

割税率の見直し 
2.82 

令和 4年度 ・国民健康保険税設定の見直しに向けた検討 0.00 ・令和５年度の国民健康保険税設定の見直しに向

けた条例の一部改正など 
－ 

令和 5年度 ・国民健康保険税設定の見直しに伴う赤字削減 3.00 ・国民健康保険税の課税限度額、均等割額の見直  

 し 

・川越市国民健康保険赤字解消・削減計画の改定 

・令和６年度の国民健康保険税設定の見直しに向

けた条例の一部改正など 

2.85 

令和 6年度 ・国民健康保険税設定の見直しに伴う赤字削減 3.30 ・国民健康保険税の課税限度額、均等割額、所得 

割税率の見直し 

・令和７年度の国民健康保険税設定の見直しに向

けた条例の一部改正など 

3.30 

令和 7年度 ・国民健康保険税設定の見直しに伴う赤字削減 3.30 － － 
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取組項目４－２ 特別会計の経営効率化【優先】 

【産業観光部 農政課】 

一般会計における繰出金の抑制を図るため、特別会計の自立した経営を推進します。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

 － 

【令和 7年度目標】 

 令和７年度より地方公営企業法を適用し、上下水道局へ 

事務移管します。（令和７年４月１日事務移管済） 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・公営企業会計制度の導入に向けた準備 － ・公営企業会計制度の導入に向けた業務委託（令

和 3年度から令和 5年度まで）により、令和 3

年度に予定した準備作業は完了 

－ 

令和 4年度 ・公営企業会計制度の導入に向けた準備 － ・公営企業会計制度の導入に向けた業務委託（令

和 3年度から令和 5年度まで）により、令和 4

年度に予定した準備作業は完了 

－ 

令和 5年度 ・公営企業会計制度の導入に向けた準備 － ・公営企業会計の導入に向けた業務委託により、

準備作業を実施（準備作業の一部を令和６年度

に繰越） 

－ 

令和 6年度 ・公営企業会計制度の導入に向けた準備 － ・公営企業会計導入に向けた業務委託を実施 

・「令和７年４月１日から地方公営企業法の適用

及び上下水道局への事務移管」のための手続 

－ 

令和 7年度 ・公営企業会計適用開始 

(上下水道局へ事務移管済) 

－ － － 
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取組項目５ 大規模建設事業のマネジメントによる公債費の縮減【優先】 

【総合政策部 政策企画課】（関連部署：財政部 財政課） 

計画期間中の市債発行額を管理しながら大規模建設事業を計画的に進めることで、後年度の公債費の縮減を図ります。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

 実施計画における大規模建設事業について、毎年度の市債発行額の上限

枠を踏まえた計画的な実施を目指します。 

【令和 7年度目標】 

 令和 4 年度以降の建設事業債の発行額について、交付税

算入分を除き年間約 45億円程度に抑制します。数値目標と

しては、令和 7 年度の公債費のうち建設事業債分を令和元

年度比で 0.80億円減少させます。 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・大規模建設事業の計画的な実施に伴う令和 4

年度の市債発行額の抑制 R7
効果

発現 

－ ・実施計画における大規模建設事業について、令

和 4年度の市債発行額の上限枠を踏まえ、計画

的に実施 

－ 

令和 4年度 ・大規模建設事業の計画的な実施に伴う令和 5

年度の市債発行額の抑制 R8
効果

発現 

－ ・実施計画における大規模建設事業について、令

和 5年度の市債発行額の上限枠を踏まえ、計画

的に実施 

－ 

令和 5年度 ・大規模建設事業の計画的な実施に伴う令和 6

年度の市債発行額の抑制 R9
効果

発現 

－ ・実施計画における大規模建設事業について、令   

 和 6年度の市債発行額の上限枠を踏まえ、計画 

的に実施 

－ 

令和 6年度 ・大規模建設事業の計画的な実施に伴う令和 7

年度の市債発行額の抑制 R10
効果

発現 

－ ・実施計画における大規模建設事業について、令   

 和 7年度の市債発行額の上限枠を踏まえ、計画 

的に実施 

－ 
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年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 7年度 ・大規模建設事業の計画的な実施に伴う令和 8

年度の市債発行額の抑制 R11
効果

発現 

0.80 － － 

※本市では、市債の借入れにあたり元金償還までの据置期間を 2年間としているため、効果発現まで 3年間を要するものです。 
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取組項目６ 公共施設の再編の推進 

【総合政策部 社会資本マネジメント課】 

公共施設の集約化や複合化を検討し、再編に向けた取組を推進します。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

 次期川越市公共施設等総合管理計画及び川越市個別施設計画（公共施設

編）の改定を進めます。 

【令和 7年度目標】 

令和 7年度までに、「川越市公共施設等総合管理計画」と

「川越市個別施設計画（公共施設編）」の改定に合わせて公

共施設の再編計画を提示し、再編に向けた取組を推進しま

す。 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・既存計画に基づく取組の推進 

・施設情報の収集と集約化や複合化などの先行

事業の検討 

－ ・劣化度調査のため躯体調査業務委託の実施 

・各施設所管課に施設情報の照会を行い、施設カ

ルテ等を作成 

－ 

令和 4年度 ・施設情報の整理と分析 

・集約化や複合化などの先行事業の検討 

－ ・各施設所管課に施設情報の照会を行い、施設カ

ルテ等を更新 

・集約化や複合化などの先行事業推進に向けた検

討 

－ 

令和 5年度 ・集約化や複合化などの先行事業の推進 

・再編を含めた既存計画の改定に向けた検討 

－ ・再編を含めた既存計画の改定について、その方  

 針や進め方を社会資本マネジメント検討委員会 

にて検討 

－ 
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年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 6年度 ・集約化や複合化などの先行事業の推進 

・再編を含めた既存計画の改定に向けた検討 

－ ・再編方針を含めた次期計画案について、社会資  

 本マネジメント検討委員会及び検討部会にて検  

 討 

－ 

令和 7年度 ・川越市公共施設等総合管理計画の改定 

・川越市個別施設計画（公共施設編）の改定 

・既存計画の改定に合せた再編計画の提示 

・公共施設の再編に向けた取組の推進 

－ － － 
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取組項目７ 公共施設の民間活力導入の推進 

【総合政策部 行政改革推進課】 

公共施設への指定管理者制度等の民間活力の導入を推進し、市民サービスの向上と業務の効率化を図ります。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

 「第二次民間委託等推進計画」に基づき、民間活力導入の検討を進めま

す。 

 

【令和 7年度目標】 

民間委託等推進計画に掲げる施設への民間活力導入につ

いての方向性を決定します。 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・次期民間委託等推進計画の検討 － ・農業ふれあいセンター等、計画に掲げる施設へ

の民間活力導入の検討 

・計画更新に向けた検討 

－ 

令和 4年度 ・次期民間委託等推進計画を策定 － ・「第二次民間委託等推進計画」の策定 － 

令和 5年度 ・計画に基づき民間活力導入を推進 － ・「第二次民間委託等推進計画」に基づき民間活 

 力導入の検討 

－ 

令和 6年度 ・計画に基づき民間活力導入を推進 － ・「第二次民間委託等推進計画」に基づき民間活 

 力導入の検討 

－ 

令和 7年度 ・計画に基づき民間活力導入を推進 

・次期民間委託等推進計画の策定 

－ － － 
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取組項目８ 特別職の給与の臨時的削減【優先】 

【総務部 職員課】 

行財政改革の推進に係る取組に先立ち、特別職の給料の臨時的削減を行います（令和 3年 7月から令和 5 年 6月まで）。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

 － 

【令和 7年度目標】 

 － 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・臨時的削減の実施（7月から） 0.07 ・川越市市長等の給料の特例に関する条例を制定

し、市長等の給料を減額 

※市長 20％減、副市長 10％減、教育長 10％

減、常勤監査委員 10％減、上下水道事業管

理者 7％減 

0.07 

令和 4年度 ・臨時的削減の実施 0.03 ・令和 3年度に引き続き、市長等の給料を減額 

※市長 20％減、副市長 10％減、教育長 10％

減、常勤監査委員 10％減、上下水道事業管

理者 7％減 

0.03 

令和 5年度 ・臨時的削減の実施（6月まで） 0.00 ・令和 4年度に引き続き、市長等の給料を減額 

（令和 5年 6月まで） 

※市長 20％減、副市長 10％減、教育長 10％ 

減、常勤監査委員 10％減、上下水道事業管 

理者 7％減 

0.00 

令和 6年度 － － － － 

令和 7年度 － － － － 
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取組項目９ 給与制度の見直し 

【総務部 職員課】 

国、埼玉県及び他団体との比較をし、均衡を失していると認められる事項については見直しを図ります。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

 給与制度について、現状を分析し、見直しを要する部分がある場合には、

具体的な見直しの検討を行います。 

【令和 7年度目標】 

 国、埼玉県及び他団体と均衡が保たれた職員の給与制度

を目指します。 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・見直し内容の検討 

・見直しの実施 

－ ・現状分析及び見直しに係る検討の実施 － 

令和 4年度 ・見直し内容の検討 

・見直しの実施 

－ ・昇給制度の見直しについて、職員団体等との交

渉を実施 

－ 

令和 5年度 ・見直し内容の検討 

・見直しの実施 

－ ・昇給制度の見直しに向けて、令和４年度の職員 

団体等との交渉の結果を踏まえた課題の検討 

－ 

令和 6年度 ・見直し内容の検討 

・見直しの実施 

－ ・国等と異なる基準となっている事項について、 

職員団体等と交渉を実施 

（一部を見直すことで妥結） 

・課長級以上の職員の昇給制度の見直しを実施 

－ 

令和 7年度 ・見直し内容の検討 

・見直しの実施 

－ － － 
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取組項目１０ 定員管理の適正化の推進 

【総合政策部 行政改革推進課】 

事務事業の民間委託化や業務の効率化を推進するとともに、行政課題に的確に対応した定員管理及び組織体制の整備を推進します。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

 「川越市定員管理に関する方針」に基づき、事務事業の見直しや民間委

託等の推進により人員を抑制できる部分は最大限抑制し、限りある人員を

真に必要となる業務に配置します。 

 技能労務職員については、退職不補充を基本としながら、民間委託等の

推進を図るとともに、職員数の適正な水準を検討します。 

【令和 7年度目標】 

 行政需要の変化に対応した人員の確保を図るとともに、

事務事業の見直しや民間委託等を推進し、定員の適正化を

図ります。また、行政課題に対応した、効果的、効率的な

組織体制を整備します。 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・定員配置及び組織の見直し 

・計画に基づき民間委託等を推進 

0.65 ・新型コロナウイルス対策等の課題に対応する定

員配置及び柔軟な応援体制の整備 

・ＤＸ推進等の組織の見直し 

・ごみ収集委託の拡大、民間委託等による人員配

置の見直し 

・計画更新に向けた検討 

0.66 
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年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 4年度 ・定員配置及び組織の見直し 

・次期民間委託等推進計画の策定 

0.25 ・「川越市定員管理に関する方針」の策定 

・「第二次民間委託等推進計画」の策定 

・業務に応じた人員配置及び組織の見直し 

0.16 

令和 5年度 ・定員配置及び組織の見直し 

・計画に基づき民間委託等を推進 

0.20 ・業務に応じた人員配置及び組織の見直し 0.24 

令和 6年度 ・定員配置及び組織の見直し 

・計画に基づき民間委託等を推進 

0.20 ・業務に応じた人員配置及び組織の見直し 0.14 

令和 7年度 ・定員配置及び組織の見直し 

・計画に基づき民間委託等を推進 

・次期定員管理に関する方針の策定 

・次期民間委託等推進計画の策定 

0.20 － － 
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取組項目１１－１ デジタル技術活用による業務効率化 

【総合政策部 情報政策課】（関連部署：総合政策部 政策企画課） 

ＲＰＡやＡＩ等のデジタル技術の活用やキャッシュレス決済の対応などを推進することで業務の効率化を図ります。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

 本市のＤＸを総合的かつ効果的に推進するため、「ＲＰＡ・ＡＩ－ＯＣＲ」

や「生成ＡＩ」の活用により行政事務の効率化を進めるとともに、行政手続

のオンライン化やキャッシュレス決済の対応を進めることにより、住民の

利便性向上に取り組みます。 

【令和 7年度目標】 

 自治体の情報システムの標準化・共通化や行政手続きの

オンライン化等、行政のデジタル化を推進することで、業

務の効率化や住民の利便性向上を図ります。 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・次期情報化推進プランの策定 

・国のＤＸ施策の調査分析 

－ ・川越市行政デジタル化推進プランの策定（令和

4年 4 月 1日策定） 

－ 

令和 4年度 ・国のＤＸ施策への対応 

・川越市行政デジタル化推進プランに基づく施 

策の実施 

－ ・川越市ＤＸ推進本部の設置 

・申請管理システムの導入とオンライン手続の推

進 

・ＲＰＡ・ＡＩ－ＯＣＲ拡充 

・ＷＥＢ会議・テレワーク拡充 

－ 

令和 5年度 ・国のＤＸ施策への対応 

・川越市行政デジタル化推進プランに基づく施 

策の実施 

－ ・ＲＰＡ・ＡＩ－ＯＣＲ拡充 

・手続きガイド導入 

－ 
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年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 6年度 ・国のＤＸ施策への対応 

・川越市行政デジタル化推進プランに基づく施 

策の実施 

－ ・財務会計・文書事務の電子決裁運用開始 

・ＲＰＡ・ＡＩ－ＯＣＲ拡充 

・生成ＡＩ導入 

・手続きガイド運用 

－ 

令和 7年度 ・国のＤＸ施策への対応 

・川越市行政デジタル化推進プランに基づく施 

策の実施 

・次期行政デジタル化推進プランの策定 

－ － － 
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取組項目１１－２ デジタル技術活用による業務効率化 

【会計室】 

ＲＰＡやＡＩ等のデジタル技術の活用やキャッシュレス決済の対応などを推進することで業務の効率化を図ります。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

 － 

【令和 7年度目標】 

 キャッシュレス決済の導入に伴い、現金取扱業務を削減

し、業務の効率化を図ります。 

（令和４年度実施済み） 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・キャッシュレス決済導入の検討及び導入部署

の決定 

－ ・決済事業者に対するヒアリングの実施 

・導入に向けた庁内調整 

－ 

令和 4年度 ・キャッシュレス決済の運用開始 

・運用の評価、検証及び導入部署拡大の検討 

－ ・令和５年３月１日より、市民課、市民センター、

公民館、観光系施設等、計 41部署（施設）で窓

口におけるキャッシュレス決済を開始 

－ 

令和 5年度 ・運用の評価、検証及び導入部署の支援 － ・キャッシュレス決済利用状況の把握 

・キャッシュレス決済運用支援 

－ 

令和 6年度 ・運用の評価、検証及び導入部署の支援 － ・キャッシュレス決済利用状況の把握 

・キャッシュレス決済運用支援 

－ 

令和 7年度 ・運用の評価、検証及び導入部署の支援 － － － 
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取組項目１２ 収入率の向上【優先】 

【財政部 収税課】 

収納業務に係る体制を強化することにより収入率の向上を図ります。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

・現年課税分について、スマートフォン決済アプリ等を利用した電子納付

の推進や滞納処分の強化により、早期収納を図ります。 

・高額滞納及び新滞納繰越事案について、重点的に整理することにより、

効果的な収入率の向上を図ります。 

・滞納繰越分について、具体的な整理方針を定めて進捗管理することによ

り、滞納額の圧縮を図ります。 

【令和 7年度目標】 

 第四次川越市総合計画後期基本計画の指標（令和 7年度

目標）と同様に設定した市税収入率 98.0％の目標値につい

て、令和 6年度の実績値は目標値を上回っており、更なる

収入率の向上に努めます。 

 令和 4年度以降の計画額には、令和 3年度調定額を基準

として、令和 3年度市税収入率 97.52％が目標の 98.0％と

なった場合の収入額増見込分約 2.78億円を設定します。 

 年次計画額は、令和 4年度から令和 7年度までに平均額

を計上します。 

※計画額は令和 4年度見直し 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・自動音声電話催告システムの導入 

・職員体制の検討 

1.26 ・収入率 97.52％（R2年度比 0.58ポイント上

昇） 

・現年課税分の滞納整理を推進するため、現年対

策強化チームを編成 

・自動音声電話催告システムによる催告の実施 

・口座振替の推奨、コンビニ納付、スマートフォ

ンアプリ決済の拡大など納付環境の整備 

3.41 
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年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 4年度 ・体制強化等に伴う収入率向上 0.69 ・収入率 97.71％(R3年度比 0.19ポイント上昇) 

・現年課税分の滞納整理を推進するため、現年対

策強化チームを編成 

・自動音声電話催告システムによる催告の実施 

・口座振替の推奨、コンビニ納付、スマートフォ

ンアプリ決済の拡大など納付環境の整備 

1.19 

令和 5年度 ・体制強化等に伴う収入率向上 0.69 ・収入率 97.83％(R4年度比 0.12ポイント上昇) 

・現年課税分、新滞納繰越分、高額事案の滞納整 

理を推進するため、各担当を編成 

・SMS（ショートメッセージサービス）を用いた 

催告の実施 

・口座振替の推奨、コンビニ納付、スマートフォ

ン決済アプリの利用推進など納付環境の整備 

0.75 

令和 6年度 ・体制強化等に伴う収入率向上 0.69 ・収入率 98.08％(R5年度比 0.25ポイント上昇) 

・担当を再編成し、現年課税分と新滞納繰越分の

滞納整理強化を実施 

・SMS（ショートメッセージサービス）を用いた

催告の実施 

・電子預貯金照会の利用による早期収納の実施 

・口座振替の推奨やコンビニ納付に加え、スマー

トフォンアプリ決済やクレジットカード決済な

ど電子納付の周知を実施 

1.55 

令和 7年度 ・体制強化等に伴う収入率向上 0.71 － － 

※令和 3年度市税調定額【基準額】 約 584.21億円（令和 3年度収入率：97.52％⇒収入額：約 569.74億円、目標収入率：98.0％⇒収入見込額：約 572.52億円） 
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取組項目１３ 企業誘致の推進 

【産業観光部 産業振興課】 

雇用創出効果の観点から企業の誘致を推進します。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

・関係課と連携して本市上位計画の土地利用想定箇所に民間開発を誘導す

ることで新たな産業用地を創出し、雇用創出効果や市内経済波及効果の

高い企業の誘致を進めます。 

・昨年度創設した「川越市事業用地等マッチング推進事業」については、制

度運用の効率化と市内外企業への周知に努め、即時的な企業誘致につな

げてまいります。 

・昨年度改定した「企業立地奨励金奨励金」制度は、対象業種を拡大し、新

規立地に加えて既存企業の施設拡張も対象としたとこから、制度の周知

に努め、市内における設備投資の促進も図ります。 

・市内外企業の市長訪問事業や企業誘致パンフレットの更新等により、本

市の企業誘致の姿勢を積極的にＲＲします。 

【令和 7年度目標】 

 計画期間中に企業立地奨励金の認定を受けた事業所を 2

社以上誘致します。 

 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・企業誘致の推進 － ・認定対象となりうる企業へのヒアリングを１件

実施 

・増形地区産業団地整備事業では調整池の造成へ

着手 

－ 
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年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 4年度 ・企業誘致の推進 － ・「RESASを活用した政策立案ワークショップ」

に参加。本市牽引産業の絞り込み、当該産業の

振興策の方向性及び具体的な施策の検討を実施 

・企業立地奨励金交付対象企業からの相談件数 

1件 

・増形地区産業団地整備事業では調整池を含めた

全体の造成が完了 

－ 

令和 5年度 ・企業誘致の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ ・「川越市企業立地推進基礎調査」を実施し、市  

内外の製造業者にアンケート調査を行った結 

果、34社が本市に立地意向あり 

・市内の産業用地適地調査では、開発の可能性が 

ある 23カ所のエリアを一次候補地に選定、 

そのうち 11カ所をより実現性の高い二次候 

補地に選定 

・企業立地奨励金交付対象企業からの相談件数 

 ３件 

－ 
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年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 6年度 ・企業誘致の推進 － ・本市上位計画の土地利用想定箇所に民間開発を

誘導することで新たな産業用地を創出して企業

立地を進める方針を策定 

・「川越市事業用地等マッチング推進事業」を開

始 

・事業用地等実態調査を実施し、市内の工業集積

地を中心に空き産業用地等を調査 

・企業立地奨励金制度を改正し、対象産業の拡大

と、既存企業の施設拡張や転入奨励金にも対応 

・企業立地奨励金交付対象企業からの相談件数 

１件 

・企業立地奨励金対象事業所を２事業所認定 

－ 

令和 7年度 ・企業誘致の推進 － － － 
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取組項目１４ ふるさと納税の拡充【優先】 

【財政部 財政課】 

事業の実施に必要な財源の確保とともに、本市への来訪のきっかけづくりや地域産業の振興を図るため、寄附を募集する事業や返礼

品の拡充により、ふるさと納税における寄附額の増額を図ります。 

【令和 7年度の取組方針】 

 ふるさと納税をきっかけに本市への来訪を促す施策を進めるとともに、

寄附者との関係を維持する取組を実施します。 

・旅先納税「小江戸かわごえ℮旅ギフト」拡充施策の実施 

・メールマガジンの発信等 

【令和 7年度目標】 

 ふるさと納税の寄附額として令和 7年度に 400,000千円

を目標額とします。 

※令和 2年度実績である 38,426千円を基準として、令和 3

年度は 200,000千円（161,500千円増）、以降、毎年度

50,000千円の増加を目標とします。 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・掲載するポータルサイトの追加 

・返礼品や寄附先の充実 

1.62 ・ふるさと納税寄附 236,950千円 

・返礼品数が約 500品目に増加 

・ポータルサイト数が 6サイトに増加 

1.99 

令和 4年度 ・ポータルサイト数の増加 

・返礼品ページの充実 

・広告の実施 

・返礼品や寄付先の充実 

0.50 ・ふるさと納税寄附 450,077千円 

 ※楽器寄附ふるさと納税 19品分含む。 

・ポータルサイト数が 10サイトに増加 

・ポータルサイトの返礼品ページ改修 

・観光等の視点も含めた「旅色」（フリーペーパ

ー）の製作 

2.13 
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年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 5年度 ・ポータルサイト数の増加 

・広告の実施 

・返礼品や寄附先の充実 

0.50 ・ふるさと納税寄附 641,069千円 

・ポータルサイト数 13サイトに増加 

・旅先納税「小江戸かわごえ℮旅ギフト」開始 

・災害代理寄附受付実施（能登町・志賀町） 

・メルマガ毎週発信 

1.91 

令和 6年度 ・返礼品や寄附先の充実 0.50 ・ふるさと納税寄附 608,642千円 

・ポータルサイト数 13サイト 

 （パートナーサイト 5除く。） 

・ふるさと納税イベント参加 

・メルマガ毎週発信 

－ 

令和 7年度 ・返礼品や寄附先の充実 0.50 － － 
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取組項目１５ 企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）の推進 

【総合政策部 政策企画課】 

企業版ふるさと納税を推進するため対象事業のＰＲなどを行います。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

 引き続き、寄附を受領できるよう、国の地域再生計画の認定申請を行い

ます。認定後は、様々な機会を捉えて寄附募集事業に係る情報発信を行

い、寄附の募集を推進します。また、新規の寄附活用事業を検討します。 

【令和 7年度目標】 

 企業版ふるさと納税制度が令和 9年度まで延長されたこ

とを受け、令和 7年度において目標を上方修正し、令和 7

年度までに累計 100件以上の寄附成立を目指します。 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・情報発信及び寄附企業の募集 

・効果的な寄附募集の調査研究 

－ ・寄附成立 ４件 

・国、県及び市のホームページでのＰＲ 

・国や民間企業主催のマッチング会、勉強会での

事業ＰＲ 

・金融機関主催のマッチング会での事業ＰＲ 

・民間のマッチングサービスを活用した事業ＰＲ 

0.14 

令和 4年度 ・情報発信及び寄附企業の募集 － ・寄附成立 15件 

・国、県及び市のホームページでのＰＲ 

・国、県主催のマッチング会、勉強会、イベント

での事業ＰＲ 

・民間のマッチングサービスを活用した事業ＰＲ 

0.11 
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年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 5年度 ・情報発信及び寄附企業の募集 － ・寄附成立 29件 

・国、県及び市のホームページでのＰＲ 

・県主催のマッチング会、研修会、イベントでの

事業ＰＲ 

・民間のマッチングサービスを活用した事業ＰＲ 

0.34 

令和 6年度 ・情報発信及び寄附企業の募集 － ・寄附成立 31件 

・国、県及び市のホームページでのＰＲ 

・県主催のマッチング会での事業ＰＲ 

・民間のマッチングサービスを活用した事業ＰＲ 

0.33 

令和 7年度 ・情報発信及び寄附企業の募集 － － － 

  



川越市行財政改革推進計画・アクションプラン（計画の進捗状況） 

 

42 

 

取組項目１６ 使用料・手数料の見直し 

【財政部 財政課】 

受益者負担の適正化を図るため、現状を検証した上で使用料・手数料を見直します。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

 令和 8年度からの使用料改正に向けて、条例改正を行います 

【令和 7年度目標】 

 平成 30年度に定めた「使用料・手数料設定の基本方針」に

基づき、令和 7年度までに受益者負担の適正化を図ります。 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・改定に向けた検討 － ・新型コロナウイルスの感染拡大の状況を踏まえ

た検証 
－ 

令和 4年度 ・年次現状調査の実施 

・改定に向けた検討 

－ ・新型コロナウイルスの感染拡大の状況を踏まえ

た検証 
－ 

令和 5年度 ・行政財産使用料の減免に係る光熱水費の取扱

いの整理 

・現状調査等を踏まえた基本方針の検証・年次

現況調査の実施 

－ ・県内市に対して、行政財産使用料の減免に係る 

調査。 

・令和４年度決算ベースの現況調査 

－ 

令和 6年度 ・行政財産使用料の減免に係る事務取扱を全庁

周知 

・現状調査等を踏まえた基本方針の検証 

－ ・令和５年度決算ベースの現況調査 

・使用料・手数料設定の基本方針の改正案の作成 
－ 

令和 7年度 ・使用料・手数料設定の基本方針の改正 

・行政財産使用料に係る取り扱い整理 

・条例改正 R8
効果

発現 

－ － － 
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取組項目１７ 広報川越など広告収入の確保【優先】 

【広報室】 

広報川越や市ホームページにおける広告収入を確保します。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

 広報川越及び市ホームページにおける広告掲載希望者の増加・維持に取

り組みます。 

【令和 7年度目標】 

 広報川越及び市ホームページにおいて安定的な広告収入

の確保を図ります。 

 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・広報川越における広告掲載の検討 

・市ＨＰにおける広告募集の周知等 

0.00 ・広報川越について、レイアウトの見直し及び広

告掲載に向けた調査の実施 

・市ホームページへの広告募集について、様々な

媒体を活用し周知（新規の周知先：14件）。ま

た、さらなる収入確保に向け、掲載期間等の見

直しを実施 

・実績額 244千円 

0.00 
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年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 4年度 ・広報川越における広告掲載の実施 

・市ＨＰにおける広告募集の周知等 

0.03 ・広報川越について、広告枠の年間分を委託業者

に売却 

・市ホームページについて、商工観光関係団体へ

のチラシの配布や SNSへの掲載等、様々な媒体

を活用し周知 

・実績額 2,618千円 

0.03 

令和 5年度 ・広報川越における広告掲載の実施 

・市ＨＰにおける広告募集の周知等 

0.00 ・広報川越について、広告枠の年間分を委託業者 

に売却 

・市ホームページについて、商工観光関係団体へ 

のチラシの配布や SNSへの掲載等、様々な媒体 

を活用し周知 

・実績額 1,813千円 

0.02 

令和 6年度 ・広報川越における広告掲載の実施 

・市ＨＰにおける広告掲載位置等の見直し及び

広告募集の周知等 

0.00 ・広報川越について、広告枠の年間分を委託業者 

に売却 

・市ホームページについて、市公式ホームページ 

のリニューアルに際し、バナー広告の掲載箇所

を増加し周知 

・実績額 1,597千円 

0.02 

令和 7年度 ・広報川越における広告掲載の実施 

・市ＨＰにおける広告募集の周知等 

0.00 － － 
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取組項目１８ 積立基金の有効活用【優先】 

【会計室】（関連部署：財政部 財政課） 

積立基金を効果的に活用するため、運用可能額に応じた債券運用に取り組むなど、積立基金の有効活用に努めます。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

 令和 7年度債券運用計画に基づき、社会経済状況や予算執行状況をみな

がら慎重に進めます。 

【令和 7年度目標】 

 基金の効果的な運用を図るため、債券運用を実施しま

す。 

（令和４年度実施済み） 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・債券の導入時期、購入額及び満期等の検討 － ・公金管理委員会を 2回実施し、第 2回において

講師を招いて「資金運用のリスクと管理」研修

を実施 

－ 

令和 4年度 ・債券運用の検討あるいは実施 － ・公金管理委員会を 2回実施 

第 1回の委員会で債券運用計画(案)を了承 

・令和 5年 2月 21日から債券運用を開始 

【購入債券】埼玉県令和 4年度公募公債 

【購入金額】2億円 

【運用期間】R5.2.21～R15.2.21(10年間) 

【利率】年 0.745％ 

－ 
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年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 5年度 ・債券運用の実施 － ・公金管理委員会を 2回実施。 

・第 2回の委員会で債券運用計画(案)を了承 

・令和 5年 12月 26日に債券を購入 

【購入債券】埼玉県令和 5年度公募公債 

【購入金額】2億円 

【運用期間】R5.12.26～R15.12.26(10年間) 

【利率】年 0.778％ 

－ 

令和 6年度 ・債券運用の実施 － ・公金管理委員会を 2回実施。 

・第 2回の委員会で債券運用計画(案)を了承 

・令和 6年 5月 20日及び令和 6年 12月 26 日に

債券を購入 

【購入債券 1】埼玉県第 4 回 10年公募公債 

【購入金額】1億円 

【運用期間】R6.5.20～R16.5.19(10年間) 

【利率】年 0.995％ 

【購入債券 2】埼玉県令和 6年度第 5回公募公債 

【購入金額】1億円 

【運用期間】R6.12.26～R16.12.26(10年間) 

【利率】年 1.197％ 

－ 

令和 7年度 ・債券運用の実施 － － － 
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取組項目１９ 市有財産の利活用の推進 

【財政部 管財課】 

売却、貸付、その他さまざまな手法により未利用地の活用を推進します。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

 川越市公有地利活用計画の更新を行い、未利用地の減少に努めます。 

公有地利活用計画外の狭小地も含めた市有地を、処分も含め利活用を実

施していきます。 

【令和 7年度目標】 

 令和 3年度作成の川越市公有地利活用計画において「『検

討』に位置付けられている未利用地」13 件について、令和

7年度までに、すべて「利活用計画を策定」し、売却となっ

た土地を速やかに処分します。併せて、狭小地についても、

庁内活用若しくは処分を進めていきます。 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 ・活用手法の調査及び研究 － ・市有地売却手法について他市の取組例を調査 

・更新した公有地利活用計画に基づき、市有地の

一時貸付を実施 

・実績額 225千円 

0.00 

令和 4年度 ・川越市公有地利活用計画への反映 

・随時利活用の実施 

－ ・更新した公有地利活用計画に基づき、市有地の

売却を実施（売却案件の一部について、他市の

事例を参考に建物解体条件付きでの売却） 

1.33 

令和 5年度 ・川越市公有地利活用計画への反映 

・随時利活用の実施 

－ ・更新した公有地利活用計画に基づき、市有地の

売却を実施（売却案件の一部について、他市の

事例を参考に建物解体条件付きでの売却） 

1.79 
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年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 6年度 ・川越市公有地利活用計画の更新 

・随時利活用の実施 

－ ・更新した公有地利活用計画に基づき、市有地の

売却に向けて工事等を実施 

・川越市公有地利活用計画外の狭小地も含めた市

有地の売却 

－ 

令和 7年度 ・川越市公有地利活用計画の更新 

・利活用の実施 

－ － － 
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取組項目２０ 新たな歳入確保策の検討・取組 

【財政部 財政課】（関連部署：すべての部署） 

新たな歳入確保策について検討します。 

 

【令和 7年度の取組方針】 

 全庁的な対応による新たな歳入確保策を検討します。 

 

 

【令和 7年度目標】 

 新たな歳入を確保します。 

 

 

年度 年次計画 【計画額（億円）】 取組実績 【実績額（億円）】 

令和 3年度 新たな歳入確保策の検討 － － － 

令和 4年度 新たな歳入確保策の検討 － － － 

令和 5年度 新たな歳入確保策の検討 － ・新たな財源の確保について他市事例の調査検討 

・ネーミングライツについて具体的な導入場所の 

検討 

－ 

令和 6年度 新たな歳入確保策の検討 － ・新たな財源の確保について他市事例の調査検討 

・外国人観光客からの寄附の受領する取組の検討 

－ 

令和 7年度 新たな歳入確保策の検討 － － － 
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５ 事務事業の見直し 
 

 取組項目１（市単独事業等を中心とした事務事業の見直し）で進捗管理を行う見直し対象事業については、以下のとおり今後数年をか

けて検討を行うものも含めて幅広く選定しました。また、選定された事業以外の事業についても、取組項目に掲げた目標達成のため、必

要に応じて見直しを行っていきます。 

 今後は、具体的な見直し内容や時期について更に検討を進めるとともに、必要に応じて対象事業の追加等を行っていきます。 

【対象事業の選定方法（令和 3年度）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市単独事業等（補助金・単独扶助費を含む）の見直しに向け

た基礎調査（令和 3年度実施） 

調査対象とした約 1,300事業について、以下の視点で

検証を行いました。 

 

・必要性 … 国県事業との重複、他団体等との比較等 

・有効性 … 事業実績の状況、類似事業との調整等 

・効率性 … 民間委託化、経費削減の余地等 

・妥当性 … 社会状況の変化、事業ニーズの状況等 

 

市単独事業等の見直し区分に基づく事業選定 

 

調査結果を踏まえ、以下の区分に基づき見直し対象事業

を選定しました。 

 

①他市と比較して支出水準が高い事業  …  12事業 

②国県の制度と類似・重複している事業 …   4事業 

③受益者負担の検証が必要な事業    …   2事業 

④制度等の見直しが必要な事業     …  20事業 
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(1) 見直し対象事業 

 今後、アクションプランの中で進捗管理を行う見直し対象事業は以下の 38事業です。また、見直しに当たっては、市民や関係者の皆

様のご理解をいただきながら対応していく予定です。 

 

（決算額は計画の現状値としている令和元年度の一般財源額） 

№ 事業名称【決算額】 事業内容 担当部署 
区 

分 
見直し方針 

効果発現 

目標年度 

効果額 

（実績） 

1 自治会に対する報償金

支給事務 

【61,024千円】 

 自治会と自治会長に対して報償金

を交付する。 

地域づくり推

進課 

④  社会情勢を踏まえ、適正な支給水

準となるよう制度の見直しを検討し

ます。 

未定  

2 自治会集会施設等整備

事業補助金 

【39,954千円】 

 自治会活動に用いる施設に係る経

費を補助することで、地域住民の自

治意識の高揚と福祉の増進を図る。 

地域づくり推

進課 

③  補助対象経費や補助率について、

見直しを検討します。 

R7年度  

3 学校体育施設の開放

（委託） 

【10,862千円】 

 学校教育上支障のない範囲で市内

の小学校及び中学校の体育施設を住

民に開放する。 

スポーツ振興

課 

④  利用者が減少している霞ケ関北小

学校プールの開放事業の見直しを検

討します。 

R8年度  

4 姉妹・友好都市交流事

務 

【8,700千円】 

 本市と国内又は国外の都市との親

善や友好関係を促進する。 

国際文化交流

課 

④  事業効果の検証結果や第五次川越

市国際化基本計画の方針に基づき事

業内容の見直しを行います。 

R6年度 ― 

区分の丸数字  ①：他市より水準が高い   ②：国県制度と類似重複   ③：受益者負担の検証が必要   ④：制度等の見直しが必要 
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№ 事業名称【決算額】 事業内容 担当部署 
区 

分 
見直し方針 

効果発現 

目標年度 

効果額 

（実績） 

5 紙おむつ支給 

【11,531千円】 

 在宅の心身障害者に対して紙おむ

つを給付する。 

障害者福祉課 ①  給付対象者の要件や給付水準の見

直しについて検討します。 

R8年度  

6 障害者共同生活援助事

業安定化補助金 

【14,960千円】 

 障害者共同生活援助を行う事業所

に対して補助を行う。 

障害者福祉課 ①  補助単価の見直しや終期設定など

について検討します。 

R8年度  

7 知的障害者障害福祉サービス

事業所重度加算等補助金 

【76,661千円】 

 重度障害者を受け入れる事業所に

対して生活介護等を行うための補助

を行う。 

障害者福祉課 ①  補助単価や対象事業所の見直しな

どについて検討します。 

R8年度  

8 難病患者見舞金 

【92,628千円】 

 難病患者に対して見舞金を支給す

ることで難病患者のいる家庭の経済

的な負担を軽減する。 

障害者福祉課 ①  給付対象者の要件や給付水準の見

直しについて検討します。 

R8年度  

9 紙おむつ支給 

【98,713千円】 

 在宅の要介護高齢者に対して紙お

むつを給付する。 

高齢者いきが

い課 

①  給付対象者の要件や給付水準の見

直しについて検討します。 

R8年度  

10 生活管理指導員（ヘル

パー） 

【7,880千円】 

 日常生活を営むことが困難な高齢

者に対し、日常生活に関する支援・

指導を行う。 

高齢者いきが

い課 

②  介護保険制度において類似サービ

スがあることから、事業のあり方に

ついて検討します。 

R8年度  

区分の丸数字 ①：他市より水準が高い ②：複数所管で類似重複 ③：国県制度と類似重複 ④：受益者負担の検証が必要 ⑤：制度等の見直しが必要 
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№ 事業名称【決算額】 事業内容 担当部署 
区 

分 
見直し方針 

効果発現 

目標年度 

効果額 

（実績） 

11 長寿祝い金 

【74,190千円】 

 長寿を祝福するため、77歳、88歳、

99歳及び 100歳以上の方に長寿祝い

金を支給する。 

高齢者いきが

い課 

①  平均寿命の延伸等の状況を踏ま

え、給付対象者の要件や給付水準の

見直しを図ります。 

R6年度 33,450千円 

12 要介護高齢者手当 

【240,056千円】 

 在宅の高齢者で要介護 3～5 の要

介護認定を受けた方を対象に要介

護高齢者手当を支給する。 

高齢者いきが

い課 

①  受給者数の増加に伴う支給額の増

加の状況を踏まえ、制度の見直しを

検討します。 

R8年度  

13 介護サービス利用者負

担軽減 

【113,841千円】 

 被保険者の介護サービスの利用に

係る負担額の一部を支給する。 

介護保険課 ①  事業継続の視点や近隣市などの状

況も踏まえ、支給割合等の見直しを

行う予定です。 

R8年度  

14 多子世帯応援クーポン

事業 

【6,672千円】 

 育児サービス等に使用できるクー

ポンを交付する。 

こども政策課 ②  埼玉県が、令和５年６月末日でク

ーポンの交付を終了（令和５年３月

末日生まれの者まで）し、令和５年

度中をもってクーポンの清算等を含

めた事業を終了することとしたこと

から、上乗せ支給であった本市にお

いても同様に終了します。 

R6年度 6,672千円 

区分の丸数字  ①：他市より水準が高い   ②：国県制度と類似重複   ③：受益者負担の検証が必要   ④：制度等の見直しが必要 
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№ 事業名称【決算額】 事業内容 担当部署 
区 

分 
見直し方針 

効果発現 

目標年度 

効果額 

（実績） 

15 青少年交流事業（少年

の翼） 

【6,532千円】 

 市内中学校の生徒を対象に、友好

都市「中札内村」との交流や自然体

験、グループワークなどを通して、

次代を担うものとしての自覚を高

めるための宿泊研修を実施する。 

こども育成課 ④  物価の高騰等に伴う事業費の増

加を踏まえ、事業の実施方法の見直

しを検討します。 

R6年度 ― 

16 児童遊園新設・整備 

【13,038千円】 

 児童遊園の設置や整備を行う。 

 

 

こども育成課 ④  施設の利用状況などを踏まえ、遊

具配置等の適正化について検討し、

計画的な遊具等の整備（修繕・更新・

撤去）を行いながら、維持管理費の

削減・抑制を図ります。 

R5年度  1,125千円 

17 私立幼稚園預かり保育

補助金 

【132,778千円】 

 私立幼稚園が行う預かり保育を支

援するため補助金を交付する。 

保育課 ②  国庫補助事業である一時預かり事

業（幼稚園型）補助金を活用しなが

ら、補助事業全体の適正化を図りま

す。 

R6年度 48,052千円 

18 川越市民間保育所補助

金（市単独補助金） 

【373,921千円】 

民間保育所の運営を支援するため

補助金を交付する。 

保育課 ④  定期的な補助対象経費の見直しや

国庫補助事業への移行などを行うこ

とで補助制度の適正化を図ります。 

R3年度～ （R3年度） 

20,681千円 

（R4年度） 

21,245千円 

（R5年度） 

12,535千円 

（R6年度） 

3,163千円 

19 一時預かり事業補助金

（市単分） 

【40,800千円】 

 一時預かり事業を実施する民間保

育所に対して補助金を交付する。 

保育課 ②  社会情勢に踏まえ、補助対象経費

や補助率など適正な支給水準となる

よう見直しを検討します。 

未定  

区分の丸数字  ①：他市より水準が高い   ②：国県制度と類似重複   ③：受益者負担の検証が必要   ④：制度等の見直しが必要 
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№ 事業名称【決算額】 事業内容 担当部署 
区 

分 
見直し方針 

効果発現 

目標年度 

効果額 

（実績） 

20 後期高齢者入院時見舞

金 

【8,100千円】 

 後期高齢者医療被保険者で世帯

全員が住民税非課税の者に対して

31 日以上入院した場合に見舞金を

支給する。 

高齢・障害医

療課 

①  給付対象者の要件や給付水準の見

直しについて検討します。 

R8年度  

21 重度心身障害者医療費

支給事業（市単分） 

【442,416千円】 

 重度心身障害者に対し、医療の給

付に係る一部負担金等について助成

金を支給する。 

高齢・障害医

療課 

①  給付対象者の要件の見直しについ

て検討します。 

R9年度  

22 アライグマ防除に関す

ること 

【5,535千円】 

 アライグマの防除の支援を行う。 環境政策課 ④  事業費の増加傾向を踏まえ、事業

内容等の見直しを検討します。 

R6年度 1,411千円 

23 かわごえ産業フェスタ

開催事業 

【8,000千円】 

 多くの市内事業者が出展し、もの

づくり企業に触れるイベントを開催

する。 

産業振興課 ①  イベント内容や負担金割合の見直

しを検討します。 

R5年度 1,500千円 

24 中小企業退職金共済掛

金補助金 

【22,380千円】 

 中小企業従業員の福祉の増進を図

るため退職金共済掛金に対して補助

金を交付する。 

雇用支援課 ①  補助金の交付基準（補助率）等に

ついて見直しを行います。 

R7年度  
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№ 事業名称【決算額】 事業内容 担当部署 
区 

分 
見直し方針 

効果発現 

目標年度 

効果額 

（実績） 

25 土地改良区及び水利組

合等土地改良事業補助

金 

【12,474千円】 

 土地改良事業を行う土地改良区や

水利組合などに対して補助金を交付

する。 

農政課 ④  各交付団体の状況を踏まえた効果

的な支援となるよう交付基準等の見

直しについて検討します。 

未定  

26 小江戸川越観光推進協

議会負担金 

【23,500千円】 

 観光プロモーション等を実施する

ための協議会に対して負担金を交付

する。 

観光課 ④  役割を精査し、組織の在り方を含

めて検討します。 

未定  

27 ＤＭＯ川越補助金 

【14,875千円】 

 観光まちづくりによる地域経済の

発展などを図るためＤＭＯに対して

補助金を交付する。 

観光課 ④  適切な役割分担のもと、自立的な

運営ができるよう促します。 

未定  

28 小江戸川越観光協会補

助金 

【38,000千円】 

 観光を通じた商業経済の振興など

を図るため観光協会に対して補助金

を交付する。 

観光課 ④  適切な役割分担のもと、自立的な

運営ができるよう促します。 

未定  

29 自転車シェアリング 

【7,962千円】 

 

 シェアサイクルの運営を行う。 交通政策課 ④  現在の委託契約期間が令和 5年度

に満了することに向けて、契約形態

の見直しを進めます。 

R6年度 7,962千円 

区分の丸数字  ①：他市より水準が高い   ②：国県制度と類似重複   ③：受益者負担の検証が必要   ④：制度等の見直しが必要 
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№ 事業名称【決算額】 事業内容 担当部署 
区 

分 
見直し方針 

効果発現 

目標年度 

効果額 

（実績） 

30 デマンド型交通かわま

るの運行 

【23,642千円】 

路線バスや川越シャトルを補完 

し、交通空白地域における市民の移 

動支援を目的として、市中心部を除 

いた３つの地区においてデマンド型 

交通を運行する。 

交通政策課 ④  川越シャトルとデマンド型交通の

効果的・効率的運用に向けた見直し

を検討します。 

未定  

31 川越シャトルの運行 

【157,475千円】 

 

 交通空白地域の解消を目指し、公 

共施設を連絡する交通手段及び高齢 

者や障害者の移動に配慮した交通手 

段として、市内循環バスを運行す

る。 

交通政策課 ④  川越シャトルとデマンド型交通の

効果的・効率的運用に向けた見直し

を検討します。 

未定  

32 道路敷地寄附補助金 

【26,250千円】 

 道路敷地の寄附に対して補助金を

交付する。 
建設管理課 ③  補助金額の見直しに向けた検討

（他市との比較等）を行います。 

R6年度 4,667千円 

33 学童保育室運営管理 

【232,560千円】 

 

 公立の学童保育室の運営を行う。 教育財務課 ④  限られた施設や人員のもとで適切

な運営が図れるよう見直しなどを検

討します。 

未定  

34 小学校就学援助費 

【178,403千円】 

 経済的理由により就学困難な児童

の保護者に対して学用品費の一部等

の援助を行う(学校給食費を含む)。 

教育財務課 ④  定期的な判定基準の見直し（他市

との比較等）を行います。 

R8年度  

35 中学校就学援助費 

【164,781千円】 

 経済的理由により就学困難な生徒

の保護者に対して学用品費の一部等

の援助を行う(学校給食費を含む)。 

教育財務課 ④  定期的な判定基準の見直し（他市

との比較等）を行います。 

R8年度  
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№ 事業名称【決算額】 事業内容 担当部署 
区 

分 
見直し方針 

効果発現 

目標年度 

効果額 

（実績） 

36 公民館活動の充実事業 

【11,613千円】 

 

 社会教育活動の一環として公民館

の講座を開催する。 

中央公民館 ④  公民館単独館と市民センター併設

館の役割を明確化するとともに講座

等のあり方の見直しを検討します。 

R5年度 4,178千円 

37 

 

小学校情報教育推進 

【202,182千円】 

 

 コンピュータ等ＩＣＴ機器の調

達・賃借、ＩＣＴ機器に関連する備

品・消耗品購入等、各市立小学校の

ＩＣＴに関する環境整備を行う。 

教育指導課 ④  機能が重複する機器の集約化など

を図ることで経費の削減を検討しま

す。 

R6年度 130,903千円 

38 中学校情報教育推進 

【102,899千円】 

 

 コンピュータ等ＩＣＴ機器の調

達・賃借、ＩＣＴ機器に関連する備

品・消耗品購入等、各市立中学校の

ＩＣＴに関する環境整備を行う。 

教育指導課 ④  機能が重複する機器の集約化など

を図ることで経費の削減を検討しま

す。 

R6年度 70,706千円 

 

 

 

  

区分の丸数字  ①：他市より水準が高い   ②：国県制度と類似重複   ③：受益者負担の検証が必要   ④：制度等の見直しが必要 
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(2) その他の事業 

見直し対象事業に掲載の事業以外で、これまでに事務事業の見直しを行った事業は以下のとおりです。 

（決算額は計画の現状値としている令和元年度の一般財源額） 

№ 事業名称【決算額】 事業内容 担当部署 対応状況 
効果額 

（効果発現年度） 

1 市民相談関係事務 

【18,068千円】 

 

 多様な相談ニーズに対応した相

談を提供する。 

広聴課  利用状況に応じた相談回数等の見直しを

行いました。 

3,953千円 

（令和 3年度） 

2 文芸川越 

【1,392千円】 

 文芸川越の編集及び頒布を行

う。 

文化芸術振興課  市直営から編集委員会に負担金を交付し

精算する方式に改めました。 

487千円 

（令和 3年度） 

3 美術館展示 

【18,294千円】 

 常設展及び特別展の企画・運営

を行う。 

美術館  対象となる助成制度等を積極的に活用す

るとともに、特別展の開催回数を年間 4回

から年 2回にしました。 

18,294千円※ 

（令和 3年度・参考値） 

4 民間社会福祉施設地代

補助 

【4,378千円】 

 民間の福祉施設に対して、その

施設が借用している土地に係る賃

借料の一部を補助する。 

障害者福祉課  補助率を見直しました。 441千円 

（令和 3年度） 

5 生きがい対策事業真寿

窯運営費補助金 

【1,000千円】 

 真寿窯の工房運営費の一部を補

助する。 

高齢者いきがい課  助成上限額の見直し及び補助率の設定を

行いました。 

100千円 

（令和 3年度） 
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№ 事業名称【決算額】 事業内容 担当部署 対応状況 
効果額 

（効果発現年度） 

6 居宅改善費助成 

【5,617千円】 

 高齢者の居宅への手すりの設置

など、バリアフリーを目的とした

改修工事に要する経費の一部を助

成する。 

高齢者いきがい課  助成上限額及び助成割合の見直しを行い

ました。 

2,000千円 

（令和 3年度） 

7 保健・医療・福祉のし

おり 

【242千円】 

 福祉部、こども未来部、保健医

療部等の事業のあらまし及び実績

をまとめた冊子を作り、関係機関

等に配布する。 

福祉推進課  保健・医療・福祉のしおりを電子化し、

電子データで配布することとし、冊子の印

刷及び配布を廃止しました。 

242千円 

（令和 4年度） 

8 生きがい活動支援通所

事業 

【35,542千円】 

 家に閉じこもりがちな高齢者

（要介護者に認定された方等を除

く。）に対し、通所によりいきが

い活動を支援するためのサービス

を提供する。 

高齢者いきがい課  介護保険制度の中の類似事業が創設され

たことに伴い当該事業の利用へ移行するこ

とで、財源の見直しを行いました。 

37,932千円 

（令和 4年度） 

9 家庭教育学級 

【2,644千円】 

保護者自らが家庭教育の意義や

役割を学習する講座を実施し、保

護者の企画力及び家庭の教育力の

向上を図る。 

地域教育支援課  事業の実施方法を見直しました。 2,104千円 

（令和 4年度） 
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№ 事業名称【決算額】 事業内容 担当部署 対応状況 
効果額 

（効果発現年度） 

10 家庭ごみの分け方・出

し方の発行 

【5,310千円】 

全戸に家庭ごみの分け方・出し

方を発行し配布する。 

資源循環推進課  全戸配布していた家庭ごみの分け方・出

し方の発行方法を変更し、分別方法につい

ては川越市民のしおりへ掲載することとし

ました。 

5,310千円 

（令和 5年度） 

11 マニフェスト報告書集

計等業務委託 

【701千円】 

マニフェスト報告書の集計、内

容精査の業務を委託する。 

 

産業廃棄物指導課  集計内容精査及び職員による簡易入力へ

の切換えにより、業務委託を終了しまし

た。 

 701千円 

（令和 5年度） 

12 地区文化祭補助金 

【399千円】 

 

地区文化祭を実施する場合に一

部を補助する。 

文化芸術振興課  令和５年度末で廃止しました。 399千円 

（令和 6年度） 

13 スポーツ拠点づくり推

進事業【990千円】 

※令和 5年度決算 

霞ヶ関カンツリー倶楽部で開催

される日本ジュニアゴルフ選手権

大会を支援する。 

スポーツ振興課 令和６年度に支援内容の見直しを図りま

した。 

542千円 

（令和 6年度） 

14 要介護高齢者寝具乾燥 

【306千円】 

介護を要する高齢者に対して、

寝具の乾燥を実施する。 

高齢者いきがい課  令和５年度末で廃止しました。 306千円 

（令和 6年度） 



川越市行財政改革推進計画・アクションプラン（事務事業の見直し） 

 

62 

 

№ 事業名称【決算額】 事業内容 担当部署 対応状況 
効果額 

（効果発現年度） 

15 水質の検査 

【5,989千円】 

井戸水等の飲用水、浴槽水等の

検査を実施する。 

衛生検査課 水質の検査のうち、プール水の受付を令和

５年９月末で終了しました。 

4,019千円 

（令和 6年度） 

※ 3 美術館展示の効果額については、展示内容により事業費が異なるため、参考値としました。 

※ 13 「スポーツ拠点づくり推進事業」は、令和元年度まで補助金で支出し、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響による中止（令和 2年度）を

挟み、令和 5年度からは手数料による支出を行っています。このため、令和 5年度決算額に対する効果額として算出しました。 
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